判例２０医療事故経過報告書の提出義務
■事案
大学病院Yで入院していた患者Aは担当医師による抗癌剤の過剰投与により死亡した。そこで、患者の遺族Xらが、担当医師らに対する損害賠償請求訴訟を提起した。XらはYの責任を立証するにあたり必要であるとして、同病院における医療事故調査委員会作成の医療事故経過報告書に対する文書提出命令をするよう申し立てた。これに対しYは本件報告書の開示は所持者側に看過しがたい不利益を生ずるとして提出を拒んだ。
■争点
Aの死亡事故に関する調査報告書の開示義務が被告Yにあるか。

民訴法220条は１、３号で文書提出義務を課すが、４号で提出義務の除外文書をおいているため、本件報告書がこの除外文書にあたるかが問題となる。
■判旨
本件医療事故経過報告書を事情聴取部分と報告提言部分とに区分した上，前者は民訴法220条4号ニ（自己専利用文書）の除外文書にあたるが、後者は当たらないとして、後者のみ提出義務の申し立てを認容した。
この判決に対しXは抗告、Yは附帯抗告したが高裁はいずれも棄却、原審の結論を維持した。
文書提出命令の申立において，大学病院における医療事故経過報告書の関係者からの事情聴取部分は，事実経過をまとめるため調査の過程で収集された資料であり，非開示を前提として聴取されたことから、そこでは忌憚のない意見や批判もみられる。そのため、これを開示することにより，団体などの自由な意思形成が阻害されるなど，開示によって所持者の側に看過し難い不利益が生ずるおそれがあると認められるので，結局民訴法220条4号ニの除外文書に該当する。他方、本件報告書の報告提言部分も，その記載や記述方法，内容から見て，内部の者の利用に供する目的で作成されたと言える。しかし、本件報告書が本件医療事故の原因究明、今後の防止対策に大いに質するものである一方で、開示により団体などの自由な意思形成が阻害されるなど，開示によって所持者の側に看過し難い不利益が生ずるおそれがあるとまでは認め難い。そのため民訴法220条4号ニの除外文書に該当するということはできない。
※自己専利用文書＝客観的に見て作成者が自己固有の使用のために作成し，しかも，その内容が公表されることを全く予定していない文書であって，それが後にから公表されたのでは文書作成の趣旨が損なわれるというものだけがこれにあたる
■問題点
民訴法220条の自己専利用文書の範囲。
疑問点：病院側が報告書を見せたくない理由は何か。
